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 （総則）

第１条　令和3年度長門市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

長門上水道 俵山簡易水道

（１） 給水戸数　（戸）                         14,747 166

3,371,000 44,000

9,236 121

 （収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予算は、次のとおりと定める。

第１款　長門上水道事業収益 千円

　第１項　営業収益 　　

　第２項　営業外収益 　

　第３項　特別利益 　

　

第２款　俵山簡易水道事業収益 千円

　第１項　営業収益 　　

　第２項　営業外収益 　

　第３項　特別利益 　

計 710,500

第１款　長門上水道事業費 千円

　第１項　営業費用 　　　

　第２項　営業外費用 　　　

　第３項　特別損失

第２款　俵山簡易水道事業費 千円

　第１項　営業費用 　　　

　第２項　営業外費用 　　　

　第３項　特別損失

第３款　予備費

　第１項　予備費

計 672,931

53,022

100

1,000

1,000

14,913

3,415,000

　支　　　出

646,634

592,612

9,357

448,404

18,794

685,203

　収　　　入

523,324

161,878

1

6,502

議案第　13号

1

25,297

23,372

1,825

1,000

448,404

（３） 一日平均給水量（㎥）

（４） 建設改良事業費（千円）

令和3年度長門市水道事業会計予算　令和3年度長門市水道事業会計予算　令和3年度長門市水道事業会計予算　令和3年度長門市水道事業会計予算　

（２） 年間総給水量（㎥）

25,297

計
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 （資本的収入及び支出）

第１款　資本的収入 千円

　第１項　企業債

　第２項　分担金

　第３項　補助金

　第４項　出資金

第１款　資本的支出 千円

　第１項　建設改良費

　第２項　企業債償還金

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

 （企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限 度 額 起債の方法

千円

 （一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

 （予定支出の各項の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。　

１　営業費用、営業外費用及び特別損失間の流用

226,802

令和３年度から
102,117千円

令和11年度まで

期　　　　　　　間 限　　度　　額事　　　　　　項

675,206

522

284,861

　収　　　入

　支　　　出

6,300

4,839

448,404

額に対し不足する額 390,345千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
25,726千円、利益剰余金処分額 33,399千円（繰越利益剰余金21,869千円、減債積立金
11,530千円）、過年度分損益勘定留保資金 49,635千円、当年度分損益勘定留保資金
281,585千円で補填するものとする。）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支出

起債の目的 利     率 償 還 の 方 法

長門上水道
施設整備事業

普通貸借
又は

証書借入

　　５.０％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金
について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

　政府資金についてはそ
の融資条件により、銀行
その他の場合はその借入
先と協議して定めるもの
とする。ただし、市水道
事業財政の都合により据
置期間及び償還期間を短
縮し、又は繰上償還もし
くは低利に借り換えるこ
とができる。

273,200

273,200

深川川総合開発事業
大河内川ダム建設負担金
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 （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

１　職員給与費 94,807 千円

  (他会計からの補助金)

  (利益剰余金の処分)

１　減債積立金 21,869 千円

  (たな卸資産購入限度額)

令和3年2月18日　提出

第11条　繰越利益剰余金のうち21,869千円は、次のとおり処分するものと定める。

第10条　事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、138,457千円であ
　る。

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用
　し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ
　ばならない。

長門市長　江　原　達　也

第12条　たな卸資産の購入限度額は、9,530千円と定める。
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予算に関する説明書





収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入

節 金　　　額

１ 685,203

１ 523,324

１ 給水収益 516,400 水道料金 516,400

２ その他の営業収益 6,924 手数料 745

雑収益 6,179

２ 161,878

１ 受取利息及び配当金 100 預金利息 100

２ 給水負担金 1,391 給水負担金 1,391

３ 他会計補助金 120,119 一般会計補助金 120,119

４ 雑収益 276 不用品売却収益 1

その他の雑収益 275

５
消費税及び地方消費税
還付金

10,500
消費税及び地方消
費税還付金

10,500

６ 長期前受金戻入 29,492 長期前受金戻入 29,492

３ 1

　　 １ 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

２ 25,297

１ 6,502

１ 給水収益 6,500 水道料金 6,500

２ その他の営業収益 2 手数料 1

雑収益 1

２ 18,794

１ 給水負担金 22 給水負担金 22

２ 他会計補助金 18,338 一般会計補助金 18,338

３ 雑収益 1 その他の雑収益 1

４ 長期前受金戻入 433 長期前受金戻入 433

３ 1

　　 １ 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

710,500

長門上水道事業収益

営業収益

営業外収益

特別利益

特別利益

俵山簡易水道事業収益

営業収益

督促手数料、分岐検査手数料

営業外収益

督促手数料、分岐検査手数料、指定業者認
定手数料

令和 3 年度長門市水道事業会計予算実施計画

　　　収　益　的　収　入　及　び　支　出

明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明

目款 項 予　定　額

（単位 ： 千円）

下水道使用料徴収事務委託料

減価償却費に見合う長期前受金の収益化

市有地占用料等

児童手当、企業債利子補助等

企業債利子補助等

減価償却費に見合う長期前受金の収益化

合　計
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支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出

節 金　　　額

１ 646,634

１ 592,612

１ 原水及び浄水費 153,579 給料 4,260

扶養手当 318

通勤手当 127

特殊勤務手当 42

時間外勤務手当 200

期末勤勉手当 1,185

児童手当 240

賞与引当金繰入額 595

法定福利費 1,254

法定福利費引当金
繰入額

120

被服費 10

備消品費 400

燃料費 250

光熱水費 700

通信運搬費 4,163

委託料 42,704

手数料 55

使用料及び賃借料 2,077

修繕費 10,085

動力費 76,559

薬品費 6,823

材料費 100

補償費 20

負担金 824

補助交付金 295

保険料 166

公課費 7

２ 配水及び給水費 72,810 給料 5,781

住居手当 270

通勤手当 59

時間外勤務手当 1,800

管理職員特別勤務手当 60

期末勤勉手当 1,494

賞与引当金繰入額 741

法定福利費 1,496

法定福利費引当金
繰入額

147

営業費用

目款 項 予　定　額

明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明

共済組合等

長門上水道事業費

手当等

企業職員1名

重量税

専用回線使用料等

建物・自動車損害共済等

作業服等

親水事業鮎稚魚代等

車両燃料等

浄水場光熱費

修繕材料

湯免ダム管理負担金

水利組合電力補助

水質検査、計装設備保守点検、五十鈴川樋
門管理、水源地宿日直、草地管理業務等

保菌検査等

（単位 ： 千円）

企業職員2名

共済組合等

手当等 2,112

3,683

施設用地借上料等

ポンプ、薬注機器修繕等

電力料

次亜塩素酸ソーダ等

西井出農事用電力料等
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被服費 20

備消品費 323

燃料費 450

通信運搬費 93

委託料 23,998

手数料 105

使用料及び賃借料 1,129

修繕費 34,160

材料費 500

補償費 10

保険料 151

公課費 23

３ 総係費 62,868 給料 19,682

扶養手当 774

住居手当 306

通勤手当 444

時間外勤務手当 1,000

管理職手当 399

期末勤勉手当 4,687

児童手当 420

賞与引当金繰入額 2,394

報酬 170

法定福利費 5,123

法定福利費引当金
繰入額

460

旅費 413

被服費 50

備消品費 600

燃料費 270

光熱水費 1,164

印刷製本費 1,088

通信運搬費 1,367

広告宣伝費 11

委託料 17,593

手数料 1,796

使用料及び賃借料 967

修繕費 180

負担金 678

保険料 425

公課費 7

作業服等

事務室光熱費

手当等 8,030

企業職員7名

研修会旅費等

共済組合等

納付書郵送料、電話料等

納付書、窓空封筒等

水道協会水道賠償責任保険等

水道協会、研修参加負担金等

検針事務委託料等

口座振替、窓口収納、コンビニ収納手数料
等

公営企業会計システム使用料等

事務機器修繕

事務用品等

修繕材料

建物・自動車損害共済等

作業服等

消耗器材、事務用品等

車両燃料

携帯電話使用料

メーター取替、水質検査、漏水調査業務等

施設用地借上料等

配水管修繕等

車両燃料等

上下水道事業審議会委員

重量税
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貸倒引当金繰入額 400

４ 減価償却費 291,517
有形固定資産減価
償却費

291,517

５ 資産減耗費 11,838 固定資産除却費 11,838

２ 53,022

１
支払利息及び企業債取
扱諸費

53,012 企業債利息 52,512

借入金利息 500

２ 雑支出 10 その他の雑支出 10

３ 1,000

１ 過年度損益修正損 1,000 過年度損益修正損 1,000

２ 25,297

１ 23,372

１ 業務費 15,217 給料 4,632

扶養手当 78
通勤手当 128
特殊勤務手当 42

管理職員特別勤務手当 60

管理職手当 238

期末勤勉手当 1,279

賞与引当金繰入額 643

法定福利費 1,269

法定福利費引当金
繰入額

129

旅費 10

被服費 10

備消品費 100

燃料費 30

光熱水費 180

印刷製本費 19

通信運搬費 810

委託料 3,368

手数料 79

使用料及び賃借料 45

修繕費 1,000

動力費 858

薬品費 51

材料費 30

保険料 75

公課費 44

貸倒引当金繰入額 10

２ 減価償却費 8,154
有形固定資産減価
償却費

8,154

手当等

水道協会水道賠償責任保険等

共済組合等

作業服等

消耗器材、事務用品等

車両燃料等

浄水場等光熱費

納付書、窓空封筒等

納付書郵送料、電話料等

ポンプ、配水管修繕等

営業費用

企業職員1名

俵山簡易水道事業費

メーター取替、水質検査、検針集金業務等

口座振替、窓口収納、コンビニ収納手数料
等

施設用地等借上料

1,825

電力料

次亜塩素酸ソーダ等

修繕材料

重量税

営業外費用 　

企業債に係る支払利息

一時借入金に係る支払利息

特別損失
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３ 資産減耗費 1 固定資産除却費 1

２ 1,825

１
支払利息及び企業債取
扱諸費

1,824 企業債利息 1,824

２ 雑支出 1 その他雑支出 1

３ 100

１ 過年度損益修正損 100 過年度損益修正損 100

３ 1,000

１ 1,000

１ 予備費 1,000 予備費 1,000

672,931

企業債に係る支払利息

営業外費用

特別損失

予備費

予備費

合　計
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収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入

節 金　　　額

１ 284,861

１ 273,200

１ 企業債 273,200 企業債 273,200

２ 6,300

１ 分担金 6,300 工事分担金 6,300

３ 4,839

　　 １ 補助金 4,839 国庫補助金 522

県補助金 4,317

４ 522

　　 １ 出資金 522 一般会計出資金 522

支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出

節 金　　　額

１ 資本的支出 675,206

１ 448,404

１ 配水管費 134,661 給料 16,121

扶養手当 1,434

住居手当 210

通勤手当 213

管理職手当 238

期末勤勉手当 6,824

児童手当 140

法定福利費 5,081

工事請負費 103,400

委託料 1,000

２ 構築物整備改良費 204,300 工事請負費 204,300

３
機械及び装置整備改良
費

87,517 工事請負費 79,717

委託料 7,800

４ 固定資産購入費 11,660 車輌購入費 11,660

５ 量水器費 8,670 量水器費 8,670

６ 水源開発費 1,596 ダム負担金 1,596

２ 226,802

１ 企業債償還金 226,802 企業債償還金 226,802 財政融資資金、地方公共団体金融機構等

（単位 ： 千円）

（単位 ： 千円）

手当等 9,059

老朽管布設替工事等

企業債償還金

資本的収入

企業債

分担金

補助金

出資金

建設改良費

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 予　定　額

明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明

款 項 目 予　定　額

明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明

施設整備事業債

消火栓取替

水道施設整備費国庫補助金（大河内川ダム
負担金）

生活基盤施設耐震化等交付金（水道施設耐
震化事業）

水道施設整備事業（大河内川ダム負担金）

大河内川ダム建設事業負担金

湯本浄水場整備工事等

新品量水器

水道監視システム整備工事、各地区ポンプ
取替工事等

共済組合等

管路等測量調査設計業務

深川川河口堰改修基本設計業務

給水車

企業職員4名
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　　　当年度純利益（△純損失） 564

　　　減価償却費 299,671

　　　引当金の増加額（△減少額） 373

　　　固定資産除却費 11,712

　　　長期前受金戻入額 △ 29,925

　　　受取利息及び配当金 △ 100

　　　支払利息 54,836

　　　未収金の減少額（△増加額） △ 5,948

　　　貯蔵品の減少額（△増加額） 6

　　　前払費用の減少額（△増加額） △ 14

　　　未払金の増加額（△減少額） 0

　　　預り金の増加額（△減少額） △ 1,762

小計 329,413

　　　利息及び配当金の受取額 100

　　　利息の支払額 △ 54,836

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 274,677

　　　固定資産の取得による支出 △ 400,564

　　　国庫補助金等による収入 39,739

　　　負担金の収入 5,155

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 355,670

　　　出資金の収入 849

　　　企業債による収入 273,200

　　　企業債償還金の支出 △ 226,802

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 47,247

　　 資金増加額（△減少額）　　 資金増加額（△減少額）　　 資金増加額（△減少額）　　 資金増加額（△減少額） △ 33,746

　　 資金期首残高　　 資金期首残高　　 資金期首残高　　 資金期首残高 356,354

　　 資金期末残高　　 資金期末残高　　 資金期末残高　　 資金期末残高 322,608

３　財務活動によるキャッシュ・フロー３　財務活動によるキャッシュ・フロー３　財務活動によるキャッシュ・フロー３　財務活動によるキャッシュ・フロー

令和 3 年度　長門市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日）

（単位 ：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー１　業務活動によるキャッシュ・フロー１　業務活動によるキャッシュ・フロー１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー２　投資活動によるキャッシュ・フロー２　投資活動によるキャッシュ・フロー２　投資活動によるキャッシュ・フロー

11



１　総　　括

特別職 一般職 報酬 給料 手当等 計

(人） (人） (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

17 15 170 50,476 29,082 79,728 15,079 94,807

17 16 255 54,305 32,560 87,120 16,005 103,125

0 △ 1 △ 85 △ 3,829 △ 3,478 △ 7,392 △ 926 △ 8,318

扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時間外
勤　務
手　当

管理職員
特別勤務
手　　当

休日勤務
手　　当

管理職
手　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本　　年　　度 2,604 786 971 84 3,000 120 0 875

前　　年　　度 2,724 1,062 870 126 3,300 120 0 986

比　　　　　較 △ 120 △ 276 101 △ 42 △ 300 0 0 △ 111

期末勤勉
手　　当

児童手当
　 　

(千円) (千円)
　 　

本　　年　　度 19,842 800
　 　

前　　年　　度 22,212 1,160
　 　

比　　　　　較 △ 2,370 △ 360
　 　

給　与　費　明　細　書

職　員　数

合　計

区　　　　分

給　　　与　　　費

法　定
福利費

区　　　　分

区　　　　分

手
当
等
の
内
訳

本　年　度

前　年　度

比　　　較

（注）会計年度任用職員（本年度２名、前年度２名）含む。
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２　給料及び手当等の増減額の明細

15 人

16 人

△ 1 人

３　給料及び手当等の状況

　（１）職員一人当たり給与

　（２）初任給

　（３）級別職員数

級

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級

計

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級

計

28.6

14.3

100.014

4

2

100.0

　　令和 2 年 1月 1日現在

4

2

1

3

13

0.0

7.7

15.4

0.0

14.3

7.1

21.4

区分
 （千円）  （千円）

説　　　　　明
増減額 増減事由別内訳

△ 3,257

普通昇給に
伴う増減分

506

制度改正に伴
う増減分

△ 221

その他の
増減分

39歳7ケ月

企　業　職（円） 備　　考
技能労務職(円)

147,900

備　　　　　　考

 　平均給料月額　（円）

　　令和 3 年 1月 1日現在

　　令和 2 年 1月 1日現在

 　平均給与月額　（円）

 　平 均 年 齢

 　平均給料月額　（円）

 　平均給与月額　（円）

区　　　　　　分

303,285

企　　業　　職

339,551

40歳0ケ月

291,405

32,746

給料

手当等

△ 3,829

本年度

前年度

増減

職員の異動状況

△ 4,335

 　平 均 年 齢

高　校　卒

大　学　卒

区　　　分

0

1

2

区　　　　　　分
企　　業　　職

構成比（％）職員数（人）

　　令和 3 年 1月 1日現在

－

職員の異動、新陳代謝及び
その他の増減分

給与改定に
伴う増減分

職員の異動、新陳代謝及び
その他の増減分

その他の
増減分

△ 3,478

一般行政職(円)

一般会計の制度

150,600

182,200

150,600

182,200

14.3

0

2

1

3

2

30.7

15.4

7.7

23.1
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　級別の標準的な職務内容

　

　（４）昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比　 　　　率     （Ｂ）／　（Ａ） （％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比　 　　　率     （Ｂ）／　（Ａ） （％）

　（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

　（６）期末手当・勤勉手当

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　（８）その他の手当

0

0

1

9

0

0

0

0

71.4

本  年  度

前  年  度

（支給率等）

一般会計の制度との異同

同　　じ

同　　じ

同　　じ

同　　じ

備　　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

退職時
特別昇給

無

無

最高限度  その他の
加算措置等

定年前早期退職
特別措置加算

47.709

（月分）

47.709
定年前早期退職
特別措置加算

2.225

2.250

2.225

企業職

8号給

 支給対象職員の比率（令和3年1月1日現在）

 代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　分

水源地勤務手当

 給料総額に対する比率

号給数別内訳

号給数別内訳

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給

7号給

区　　　　分

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給

7号給

8号給

事務職員

技術職員

2 級 1 級

事務職員

技術職員
主査課長補佐

13

11

0

0

1

10

0

0

0

0

84.6

14

10

6 級

部次長

課長

5 級 4 級

主任

3 級

主任主事

2.250

2.225

 支給率等

区　　分

事務・技術職

本
年
度

前
年
度

職　 　員 　　数

昇給に係る職員数

職　 　員 　　数

一般会計の制度

昇給に係る職員数

単身赴任手当

区　　　分 差異の内容

扶養手当

住居手当

通勤手当

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

（月分）

24.586875

24.586875

33.27075

33.27075

47.709

47.709

一般会計の制度

4.45

4.50

4.45

2.225

（月分） （月分）

企　業　職

0.17

33.3

支給率計

(月分)

支給期別支給率

6月（月分） 12月（月分）
区　　　分
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（既定分）

事　　　　項 限度額

期  間 金  額 期  間 金  額
国県

補助金
企業債 その他

損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和元年度から 令和３年度から

令和２年度まで 令和４年度まで

（既定・本年分）

事　　　　項 限度額

期  間 金  額 期  間 金  額
国県

補助金
企業債 その他

損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

平成２年度から 令和３年度から

令和２年度まで 令和11年度まで

34,000 34,039 39

- - 80,600

前年度末までの支払 当該年度以降の

左 の 財 源 内 訳

義務発生（見込）額 支払義務発生予定額

水道監視システム構築
事業

110,000 29,400 80,600 -

義務発生（見込）額

債務負担行為に関する調書

支払義務発生予定額

前年度末までの支払 当該年度以降の

左 の 財 源 内 訳

34,039
深川川総合開発事業
大河内川ダム建設負担金

1,560,000 1,457,883 102,117
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１ 　

(１) 489,182

(２) 5,723 494,905

２

(１) 145,854

(２) 71,413

(３) 54,931

(４) 293,313

(５) 12,613

(６) 14,552 592,676

営業損失 97,771

３

(１) 100

(２) 2,515

(３) 140,023

(４) 250

(５) 28,861 171,749

４

(１) 59,444

(２) 11 59,455 112,294

経常利益 14,523

５

(１) 2 2

６

(１) 1,001 1,001

７ 予  備  費

(１) 1,000 1,000 △ 1,999

当年度純利益 6,292

前年度繰越利益剰余金 299,962

当年度未処分利益剰余金 306,254

過年度損益修正益

特別損失

過年度損益修正損

予備費

令和 2 年度長門市水道事業予定損益計算書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

（単位 ： 千円）

営業収益

給水収益

他会計補助金

雑収益

長期前受金戻入

営業外費用

減価償却費

資産減耗費

業務費

営業外収益

受取利息及び配当金

給水負担金

その他の営業収益

営業費用

原水及び浄水費

配水及び給水費

総係費

特別利益

支払利息及び企業債取扱諸費

雑支出
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（単位 ： 円）

１
(１)

イ 土地 88,506,717
ロ 建物 265,639,543

同減価償却累計額 △ 128,114,977 137,524,566
ハ 構築物 10,223,374,919

同減価償却累計額 △ 4,372,536,186 5,850,838,733
二 機械及び装置 2,402,874,489

同減価償却累計額 △ 1,568,720,854 834,153,635
ホ 車輌運搬具 10,931,470

同減価償却累計額 △ 10,384,590 546,880
へ 工具器具及び備品 8,220,509

同減価償却累計額 △ 7,726,573 493,936
ト 建設仮勘定 1,669,321,824

有形固定資産計 8,581,386,291
(２)

イ 投資その他資産 300,000
投資計 300,000
固定資産計 8,581,686,291

２
(１) 356,354,476
(２) 212,366,072

△ 2,326,598 210,039,474
(３) 1,678,465
(４) 368,220
(５) 100,000

流動資産計 568,540,635
資産合計 9,150,226,926

３
(１) 3,274,400,372

固定負債計 3,274,400,372
４

(１) 226,801,469
(２) 60,084,879
(３)

イ 賞与引当金 4,416,000
ロ 法定福利費引当金 850,000

引当金計 5,266,000
(４) 49,492,244

流動負債計 341,644,592
５

(１) 3,022,615,516
△ 166,220,152

繰延収益計 2,856,395,364
負債合計 6,472,440,328

６ 2,335,102,695
７

(１) 24,899,487
(２)

イ 減債積立金 11,530,000
ロ 当年度未処分利益剰余金 306,254,416

利益剰余金合計 317,784,416
剰余金合計 342,683,903
資本合計 2,677,786,598
負債・資本合計 9,150,226,926

引当金

長期前受金収益化累計額

利益剰余金

預り金

繰延収益
長期前受金

固定負債
企業債

流動負債
企業債
未払金

資    本　　の　　部
資本金
剰余金

資本剰余金

固定資産
有形固定資産

流動資産
現金預金
未収金

令和 2 年度長門市水道事業予定貸借対照表

（令和3年3月31日現在）

投資

負    債　　の　　部

資    産　　の　　部

貸倒引当金
貯蔵品
前払費用
その他の流動資産
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１ 　

(１) 475,365

(２) 6,370 481,735

２

(１) 140,509

(２) 67,341

(３) 60,500

(４) 299,671

(５) 11,712

(６) 14,619 594,352

営業損失 112,617

３

(１) 100

(２) 1,285

(３) 138,457

(４) 260

(５) 29,925 170,027

４

(１) 54,836

(２) 11 54,847 115,180

経常利益 2,563

５

(１) 2 2

６

(１) 1,001 1,001

７ 予  備  費

(１) 1,000 1,000 △ 1,999

当年度純利益 564

前年度繰越利益剰余金 306,254

当年度未処分利益剰余金 306,818

過年度損益修正損

総係費

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

令和 3 年度長門市水道事業予定損益計算書

営業外収益

受取利息及び配当金

給水負担金

他会計補助金

雑収益

長期前受金戻入

原水及び浄水費

配水及び給水費

営業収益

給水収益

その他の営業収益

営業費用

減価償却費

資産減耗費

業務費

（単位 ： 千円）

営業外費用

特別利益

過年度損益修正益

特別損失

支払利息及び企業債取扱諸費

予備費

雑支出
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（単位 ： 円）

１
(１)

イ 土地 88,506,717
ロ 建物 264,821,543

同減価償却累計額 △ 133,235,977 131,585,566
ハ 構築物 10,343,732,084

同減価償却累計額 △ 4,576,812,186 5,766,919,898
二 機械及び装置 2,487,919,216

同減価償却累計額 △ 1,658,839,854 829,079,362
ホ 車輌運搬具 21,531,470

同減価償却累計額 △ 10,488,590 11,042,880
へ 工具器具及び備品 8,220,509

同減価償却累計額 △ 7,777,573 442,936
ト 建設仮勘定 1,842,989,932 1,842,989,932

有形固定資産計 8,670,567,291
(２)

イ 投資その他資産 300,000
投資計 300,000
固定資産計 8,670,867,291

２
(１) 322,607,737
(２) 182,648,072

△ 2,736,598 179,911,474
(３) 1,672,465
(４) 382,500
(５) 100,000

流動資産計 504,674,176
資産合計 9,175,541,467

３
(１) 3,321,596,666

固定負債計 3,321,596,666
４

(１) 226,003,175
(２) 60,084,879
(３) 47,729,785
(４)

イ 賞与引当金 4,373,000
ロ 法定福利費引当金 856,000

引当金計 5,229,000
流動負債計 339,046,839

５ 繰延収益
(１) 3,032,170,516

△ 196,145,152
繰延収益計 2,836,025,364
負債合計 6,496,668,869

６ 2,347,154,695
７

(１) 24,899,487
(２)

イ 減債積立金 0
ロ 当年度未処分利益剰余金 306,818,416

利益剰余金合計 306,818,416
剰余金合計 331,717,903
資本合計 2,678,872,598
負債・資本合計 9,175,541,467

利益剰余金

長期前受金
長期前受金収益化累計額

資    本　　の　　部
資本金
剰余金

資本剰余金

流動負債
企業債
未払金
預り金
引当金

流動資産
現金預金
未収金

負    債　　の　　部
固定負債

企業債

その他の流動資産

投資

貯蔵品
前払費用

令和 3 年度長門市水道事業予定貸借対照表

（令和4年3月31日現在）

資    産　　の　　部

固定資産
有形固定資産

貸倒引当金
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ⅠⅠⅠⅠ 重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針

1 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による

・主な耐用年数

　建物 10 ～ 50年

　構築物 10 ～ 60年

　機械及び装置 6 ～ 20年

　車両運搬具 5 年

　工具、器具及び備品 3 ～ 15年

（２） 無形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による

2 　引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金

（４） 貸倒引当金

3 　消費税等の会計処理

ⅡⅡⅡⅡ 予定貸借対照表等関連予定貸借対照表等関連予定貸借対照表等関連予定貸借対照表等関連

1 　後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項

ⅢⅢⅢⅢ その他の注記その他の注記その他の注記その他の注記

1 　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

2 　賞与等引当金の目的使用による取崩し

注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込み額を計上している。

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職手当引当金は計上し
ていない。

　当該年度において、期末・勤勉手当の支給及びそれに伴う法定福利費の支出のため、賞与等引当金
5,266千円を使用する予定である。

　職員の法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に
属する額を計上している。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも
含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は75,420千円である。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負
担に属する額を計上している。
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